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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第８期

第１四半期
連結累計期間

第９期
第１四半期
連結累計期間

第８期

会計期間
自2021年１月１日
至2021年３月31日

自2022年１月１日
至2022年３月31日

自2021年１月１日
至2021年12月31日

売上高 （千円） 722,989 767,447 2,992,674

経常利益 （千円） 23,519 18,666 70,603

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 14,821 12,684 48,799

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 16,306 14,477 49,852

純資産額 （千円） 607,929 661,216 645,194

総資産額 （千円） 1,082,712 1,281,092 1,163,851

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 8.32 7.06 27.30

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益
（円） 7.96 6.93 26.24

自己資本比率 （％） 56.1 51.6 55.4

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当第１四半期連結会計期間の

期首から適用しており、当第１四半期連結累計期間に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を

適用した後の指標等となっております。

 

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社２社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

 

EDINET提出書類

アディッシュ株式会社(E35514)

四半期報告書

 2/15



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　新型コロナウイルス感染症による事業への影響については、引き続き今後の状況を注視してまいります。

 

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

　なお、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当第１四半期連結会計期間の

期首から適用しております。この結果、前第１四半期連結累計期間と収益認識に関する会計基準が異なることから、

当第１四半期連結累計期間における経営成績に関する説明については、前第１四半期連結累計期間と比較しての増減

額及び前年同四半期比（％）を記載せず説明しております。

　詳細は、「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（会計方針の変更）」に記載のとおりでありま

す。

 

(1）財政状態及び経営成績の状況

①　財政状態の状況

　当第１四半期連結会計期間末の財政状態の分析は、以下のとおりであります。

 

（資産）

　当第１四半期連結会計期間末における流動資産は1,121,043千円となり、前連結会計年度末に比べ121,400千円増

加いたしました。これは主に現金及び預金94,536千円及び受取手形、売掛金及び契約資産（前連結会計年度は売掛

金）27,561千円の増加によるものであります。固定資産は160,049千円となり、前連結会計年度末に比べ4,160千円

減少いたしました。これは主に有形固定資産1,536千円及び繰延税金資産2,088千円の減少によるものであります。

　この結果、総資産は1,281,092千円となり、前連結会計年度末に比べ117,240千円増加いたしました。

 

（負債）

　当第１四半期連結会計期間末における流動負債は431,443千円となり、前連結会計年度末に比べ51,901千円減少

いたしました。これは主に未払費用64,399千円の減少によるものであります。固定負債は188,432千円となり、前

連結会計年度末に比べ153,119千円増加いたしました。これは主に長期借入金152,688千円の増加によるものであり

ます。

　この結果、負債合計は619,875千円となり、前連結会計年度末に比べ101,218千円増加いたしました。

 

（純資産）

　当第１四半期連結会計期間末における純資産合計は661,216千円となり、前連結会計年度末に比べ16,021千円増

加いたしました。これは主に親会社株主に帰属する四半期純利益の計上12,684千円によるものであります。

　この結果、自己資本比率は51.6％（前連結会計年度末は55.4％）となりました。

 

②　経営成績の状況

　当社を取り巻くインターネット業界においては、経済産業省の2022年１月分特定サービス産業動態統計月報によ

ると、情報サービス業の売上高前年同月比は、2021年４月以降10か月連続のプラス推移であり、2022年１月は

101.9％となっております。また、インターネット付随サービス業の売上高前年同月比は、2021年11月は99.8％と

マイナスになったものの、2021年12月以降はプラスに転じ、2022年１月は100.0％と堅調に推移しております。

　一方、当第１四半期連結累計期間における我が国経済は、新型コロナウイルスワクチン接種などの感染拡大防止

策により、国内感染者数が減少し、経済活動にも緩やかな回復傾向がみられたものの、従来型よりも強い感染力を

持つ新たな変異株が確認されるなど、収束時期を予測することが困難な状況が続いております。さらに世界経済に

おいては、米中対立やロシアによるウクライナへの軍事侵攻などの地政学的リスク、原燃料価格の上昇、インフレ

圧力、金融政策・為替相場の動向など、注視が必要な状況にあります。

　このような状況のもと、当社グループでは、「つながりを常によろこびに（Delight in Every Connection）」

というミッションを掲げ、デジタルエコノミーに特化したカスタマーサクセスソリューション・プロバイダーとし

て、カスタマーサクセス・カスタマーサポート支援サービスを提供する「ソーシャルアプリサポート」、24時間

365日体制の投稿モニタリングサービスを提供する「インターネットモニタリング」の２つのサービスを主軸にし

たカスタマーソリューション事業を展開しており、当社の優位性を発揮するスタートアップ向けカスタマーサクセ

ス支援プログラムを推進したことにより、新規顧客開拓が進み受注数が増加いたしました。
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　この結果、売上高767,447千円、営業利益19,453千円、経常利益18,666千円、親会社株主に帰属する四半期純利

益12,684千円となりました。

　なお、当社グループはカスタマーリレーション事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載は省略し

ております。

 

(2）経営方針・経営戦略等

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

(3）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。

 

(4）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は11,804千円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(5）新型コロナウイルスの影響

　当第１四半期連結累計期間における財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況につきまして、新型コロ

ナウイルスの感染拡大による重要な影響はありません。

 

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

 

 

EDINET提出書類

アディッシュ株式会社(E35514)

四半期報告書

 4/15



第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 5,743,600

計 5,743,600

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2022年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（2022年５月13日）

上場金融商品取引所名又は登録
認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 1,796,160 1,796,160

東京証券取引所

マザーズ（第１四半期会計期間

末現在）

グロース（提出日現在）

単元株式数

100株

計 1,796,160 1,796,160 － －

（注）提出日現在発行数には、2022年５月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権（ストックオプション）

の行使により発行された株式数は含まれておりません。

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

2022年１月１日～

2022年３月31日
－ 1,796,160 － 54,047 － 264,388

 

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（2021年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

    2022年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 100 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 1,794,800 17,948

完全議決権株式であり、

権利内容として何ら限定

のない当社における標準

となる株式であります。

なお、単元株式数は100

株であります。

単元未満株式 普通株式 1,260 － －

発行済株式総数  1,796,160 － －

総株主の議決権  － 17,948 －

（注）「単元未満株式」の株式数の欄には、当社所有の自己株式29株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2022年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

アディッシュ株式会社
東京都品川区西五反田一丁

目21番８号
100 － 100 0.00

計 － 100 － 100 0.00

（注）上記の他、単元未満株式が29株あります。なお、当該株式は上記「①発行済株式」の「単元未満株式」の欄に含

まれております。

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2022年１月１日から2022

年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（2022年１月１日から2022年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2021年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 634,184 728,721

売掛金 309,583 －

受取手形、売掛金及び契約資産 － 337,144

仕掛品 13,811 －

貯蔵品 559 2,005

その他 41,954 53,171

貸倒引当金 △451 －

流動資産合計 999,642 1,121,043

固定資産   

有形固定資産 73,668 72,131

無形固定資産 393 315

投資その他の資産   

差入保証金 85,736 85,279

その他 4,410 2,322

投資その他の資産合計 90,147 87,602

固定資産合計 164,209 160,049

資産合計 1,163,851 1,281,092

負債の部   

流動負債   

買掛金 53,888 35,062

短期借入金 － 30,000

１年内返済予定の長期借入金 32,334 70,968

未払法人税等 11,736 5,482

未払費用 238,015 173,615

その他 147,370 116,314

流動負債合計 483,344 431,443

固定負債   

長期借入金 33,380 186,068

退職給付に係る負債 1,932 2,364

固定負債合計 35,312 188,432

負債合計 518,656 619,875

純資産の部   

株主資本   

資本金 54,047 54,047

資本剰余金 449,782 449,782

利益剰余金 142,921 157,150

自己株式 △359 △359

株主資本合計 646,391 660,619

その他の包括利益累計額   

為替換算調整勘定 △1,196 597

その他の包括利益累計額合計 △1,196 597

純資産合計 645,194 661,216

負債純資産合計 1,163,851 1,281,092
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第１四半期連結累計期間

(自　2021年１月１日
　至　2021年３月31日)

 当第１四半期連結累計期間
(自　2022年１月１日
　至　2022年３月31日)

売上高 722,989 767,447

売上原価 465,490 502,157

売上総利益 257,499 265,289

販売費及び一般管理費 235,233 245,836

営業利益 22,265 19,453

営業外収益   

受取利息 15 10

受取賃貸料 3,572 －

雑収入 897 838

その他 － 27

営業外収益合計 4,485 876

営業外費用   

支払利息 338 271

株式交付費 8 －

賃貸費用 2,167 －

為替差損 645 1,037

その他 72 354

営業外費用合計 3,232 1,662

経常利益 23,519 18,666

税金等調整前四半期純利益 23,519 18,666

法人税、住民税及び事業税 4,477 4,729

法人税等調整額 4,220 1,253

法人税等合計 8,698 5,982

四半期純利益 14,821 12,684

親会社株主に帰属する四半期純利益 14,821 12,684
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第１四半期連結累計期間

(自　2021年１月１日
　至　2021年３月31日)

 当第１四半期連結累計期間
(自　2022年１月１日
　至　2022年３月31日)

四半期純利益 14,821 12,684

その他の包括利益   

為替換算調整勘定 1,485 1,793

その他の包括利益合計 1,485 1,793

四半期包括利益 16,306 14,477

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 16,306 14,477
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点

で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。これにより

従来検収時に収益を認識していた取引及び契約開始時に収益を認識していた取引について、財又はサービスの支

配が顧客に一定の期間にわたり移転する場合には、財又はサービスを顧客に移転する履行義務を充足するにつれ

て、一定の期間にわたり収益を認識する方法に変更しております。なお、ごく短期な契約については、完全に履

行義務を充足した時点で収益を認識しております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、当第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当第１

四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

　この結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は19,147千円減少、売上原価は12,225千円減少、販売費及び一

般管理費は99千円減少し、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ6,822千円減少してお

り、利益剰余金の当期首残高は1,580千円増加しております。

　また、収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示

していた「売掛金」は、当第１四半期連結会計期間より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示するこ

とといたしました。なお、収益認識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度につ

いて新たな表示方法により組替えを行なっておりません。さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業

会計基準第12号　2020年３月31日）第28-15項に定める経過的な取扱いに従って、前第１四半期連結累計期間に

係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載しておりません。

 

 

（追加情報）

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計

基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基

準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。なお、四半期連結財務諸表に与

える影響はありません。

 

 

（四半期連結貸借対照表関係）

　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行１行と当座貸越契約を締結しております。

　この契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2021年12月31日）
当第１四半期連結会計期間

（2022年３月31日）

当座貸越極度額の総額 100,000千円 100,000千円

借入実行残高 － －

　差引額 100,000 100,000

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2021年１月１日
至　2021年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2022年１月１日
至　2022年３月31日）

減価償却費 2,604千円 3,655千円
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2021年１月１日　至　2021年３月31日）

　当社グループは、カスタマーリレーション事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2022年１月１日　至　2022年３月31日）

　当社グループは、カスタマーリレーション事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

 

（収益認識関係）

　当社グループはカスタマーリレーション事業の単一セグメントであり、顧客との契約から生じる収益を収益認識

の時期別に収益を分解した情報は以下のとおりであります。

 

当第１四半期連結累計期間

（自　2022年１月１日

　　至　2022年３月31日）

一時点で移転される財又はサービス 755,504千円

一定の期間にわたり移転される財又はサービス 11,942千円

顧客との契約から生じる収益 767,447千円

外部顧客への売上高 767,447千円

 

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以

下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2021年１月１日
至　2021年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2022年１月１日
至　2022年３月31日）

(1）１株当たり四半期純利益 8円32銭 7円06銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（千

円）
14,821 12,684

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半

期純利益（千円）
14,821 12,684

普通株式の期中平均株式数（株） 1,781,668 1,796,031

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 7円96銭 6円93銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（千円）
－ －

普通株式増加数（株） 79,659 34,355

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり四半期純利益の算定に含めな

かった潜在株式で、前連結会計年度末から

重要な変動があったものの概要

－ －

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2022年５月13日

ア　デ　ィ　ッ　シ　ュ　株　式　会　社

　　取 締 役 会 　御 中

 

 

EY新日本有限責任監査法人

東 京 事 務 所

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 佐藤　武男

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 鈴木　克子

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているアディッシュ株

式会社の2022年１月１日から2022年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2022年１月１日から2022年

３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（2022年１月１日から2022年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、アディッシュ株式会社及び連結子会社の2022年３月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要

な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
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・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかど

うか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務

諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　　上

（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 

 

EDINET提出書類

アディッシュ株式会社(E35514)

四半期報告書

15/15


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析
	３経営上の重要な契約等

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	①ストックオプション制度の内容
	②その他の新株予約権等の状況

	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）発行済株式総数、資本金等の推移
	（５）大株主の状況
	（６）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	（１）四半期連結貸借対照表
	（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第１四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第１四半期連結累計期間
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

